
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 沖縄県 名護市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●人件費：職員数については、名護市定員適正化計画に基づき、５年間（Ｈ１８～Ｈ２２）で５０人の削減を目標としていたが、それを上回る
５５人の削減を行い目標を達成しており、人件費は前年度比０．４％減となっている。しかし類似団体平均と比べてかなり高い数値となって
いることから、今後もより適切な定員管理に努める。
●物件費：物件費が前年度比１．１％増となっているのは、沖縄県の緊急雇用創出事業等を活用したことや、事業の民間委託化を進めた
ことによって人件費から物件費へのシフトが起きているためである。市では平成１７年度に策定した「名護市行政改革アクションプラン」で
「庁舎管理経費の削減・合理化」を掲げており、執務時間外における消灯の実施徹底に取り組み削減に努めている。今後も引き続き職員
一人ひとりが創意工夫することで、管理経費、消耗品費及び旅費等の削減に努めるとともに公共施設の指定管理等民間委託を推進する。
●扶助費：類似団体平均を大きく上回りかつ上昇傾向にある要因としては、生活保護受給世帯の急増及び障害者自立支援に係る給付費
等の増が挙げられる。扶助費については今後も景気の低迷の影響で増加傾向にあると思われるが、今後も類似団体平均に近づけるよう
努力する。
●補助費等：補助費等その他に係る経常収支比率は類似団体平均を大きく下回っている。しかし、平成２２年度より市内大学の公立化に
伴う一部事務組合への負担金の大幅増などにより、今後増える見込みである。今後もすべての補助金について公益性、公平性、必要性、
経済性及び効率性の観点に立って事業の目的、効果等の継続的な見直しを行う。
●公債費：市債発行について、平成１８年度より原則として発行額の上限（臨時財政対策債を除く）を年度元金償還額の範囲内としているこ
とから、公債費も減少傾向にあり、公債費に係る経常収支比率は類似団体を３．９％下回っている。今後も事業の厳選等を行い、市債新規
発行額の抑制を図る。
●その他：その他に係る経常収支比率については、類似団体平均を若干下回っているが、平成２２年度以降も、後期高齢者医療特別会計
への繰出金の増、国民健康保険特別会計の財政状態の悪化に伴う赤字補てん的な繰出金の増が見込まれる。
今後、下水道事業については独立採算の原則に立ち返って普通会計からの繰入に頼らない健全化、その他の事業についても普通会計の
負担額を減らしていくよう努める。
●普通建設事業費：普通建設事業費の人口1 人当たり決算額が、対前年度比１９．２％と大幅に減少しているのは、北部地域における看
護系医療人材育成支援施設整備事業、ＩＴ産業等集積基盤整備事業等の北部振興事業や許田手水川護岸整備事業等の再編交付金事業
等の減少によるものである。しかし、類似団体平均値と比較すると大幅に上回っている状況であるので、今後も重要性、緊急性、投資効
果、整備基準を十分に検討し、事業の厳選を行い、投資の重点化を図る。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,626,466 77,276 74,514 3.7
賃金（物件費） 334,074 5,580 4,084 36.6
一部事務組合負担金（補助費等） 36,237 605 6,464 ▲ 90.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 876 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 6 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 195,938 3,273 3,111 5.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 38,561 644 1,634 ▲ 60.6
▲退職金 ▲ 566,020 ▲ 9,454 ▲ 9,216 2.6
合計 4,665,256 77,924 81,473 ▲ 4.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.52 7.95 0.57
ラスパイレス指数 96.0 97.8 ▲ 1.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

2,291,354 38,273 49,923 ▲ 23.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 36 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 194,300 3,245 13,517 ▲ 76.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

7,865 131 3,931 ▲ 96.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

48,270 806 1,765 ▲ 54.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

4,056 68 26 161.5

▲特定財源の額 ▲ 124,228 ▲ 2,075 ▲ 5,190 ▲ 60.0
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,261,216 ▲ 21,066 ▲ 37,153 ▲ 43.3

合計 1,160,401 19,382 26,854 ▲ 27.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 沖縄県 名護市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)

実質公債費比率
起債制限比率

5.0

10.0

15.0

20.0

10.5

H21

11.8

H20

12.5

H19

13.6

H18

14.6

H17

11.8

13.1
13.8

14.715.2

人口1人当たり決算額
(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

48,422

132,138

81,473
77,924

人口1人当たり決算額
(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

4,943

54,588

26,854

19,382



普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

7,247,892 123,421 ▲ 28.2 59,039 ▲ 1.6 ▲ 26.6

うち単独分 1,195,183 20,352 ▲ 23.5 34,986 ▲ 0.4 ▲ 23.1

7,409,719 125,016 1.3 52,453 ▲ 11.2 12.5

うち単独分 1,116,470 18,837 ▲ 7.4 30,509 ▲ 12.8 5.4

6,646,965 111,474 ▲ 10.8 48,408 ▲ 7.7 ▲ 3.1

うち単独分 838,865 14,068 ▲ 25.3 26,937 ▲ 11.7 ▲ 13.6

7,902,172 132,272 18.7 49,774 2.8 15.9

うち単独分 910,617 15,242 8.3 26,739 ▲ 0.7 9.0

6,395,346 106,822 ▲ 19.2 58,009 16.5 ▲ 35.7

うち単独分 1,352,725 22,595 48.2 32,190 20.4 27.8

過去５年間平均 7,120,419 119,801 ▲ 7.6 53,537 ▲ 0.2 ▲ 7.4

うち単独分 1,082,772 18,219 0.1 30,272 ▲ 1.0 1.1
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